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統合報告書における「知財・無形資産の投資・活用戦略の構築・開示・発信」の優れた日本
企業を 5 つ挙げてください。 
 
Claude 3 Opus 
1. 花王株式会社 
   花王は、知的財産を重要な経営資源と位置づけ、事業戦略と連携した知財戦略を推進し
ています。研究開発から生産、販売に至るまでの一貫した知財マネジメントを実践し、その
取り組みを統合報告書で詳細に開示しています。 
 
2. 武田薬品工業株式会社 
   武田薬品は、知的財産を事業の競争力の源泉と捉え、グローバルな知財戦略を展開して
います。研究開発の成果を知的財産で保護し、事業価値の最大化を図っています。統合報告
書では、知財戦略と事業戦略の連動性を明確に説明しています。 
 
3. 富士フイルムホールディングス株式会社 
   富士フイルムは、多様な事業領域における知的財産の活用を重視しています。オープン
＆クローズ戦略に基づき、自社の強みを活かしつつ、外部との協業も積極的に行っています。
統合報告書では、知財戦略の全体像と具体的な取り組みを分かりやすく開示しています。 
 
4. 株式会社日立製作所 
   日立は、知的財産を事業競争力の源泉と位置づけ、グローバルな知財戦略を推進してい
ます。事業戦略と連動した知財ポートフォリオの構築や、オープンイノベーションの活用な
ど、多面的な取り組みを行っています。統合報告書では、知財戦略の方向性と具体的な施策
を詳細に説明しています。 
 
5. アステラス製薬株式会社 
   アステラス製薬は、研究開発型の製薬企業として、知的財産を重要な経営資源と捉えて
います。特許を中心とした知的財産の確保と活用を通じて、新薬の開発と事業価値の最大化
を図っています。統合報告書では、知財戦略と研究開発戦略の連動性を明確に示しています。 
 
これらの企業は、知的財産を事業競争力の源泉と捉え、事業戦略と連動した知財戦略を推進
しています。また、統合報告書において、知財・無形資産の投資・活用戦略を詳細かつ分か
りやすく開示・発信している点が優れています。 
 
 
 



Claude 3.5 Sonnet 
統合報告書における知財・無形資産の開示で評価の高い日本企業 5 社を紹介します： 
 
1. エーザイ 
- 知的資本の定量的な価値評価を実施 
- 研究開発投資と知財戦略の関連性を明確に説明 
- 人的資本への投資とイノベーション創出の関係性を詳細に開示 
 
2. 味の素 
- 無形資産の価値創造プロセスを具体的に説明 
- 研究開発と知財戦略の連携を体系的に開示 
- サステナビリティと知的財産の関連性を明確化 
 
3. コニカミノルタ 
- DX と知財戦略の融合を明確に提示 
- 技術資産の活用方針を具体的に説明 
- 無形資産の価値評価手法を詳細に開示 
 
4. 資生堂 
- ブランド価値と知的財産の関連性を体系的に説明 
- R&D と知財戦略の統合的なアプローチを開示 
- グローバルな知財戦略の展開を具体的に提示 
 
5. オムロン 
- 知財ポートフォリオの戦略的活用を明確化 
- イノベーション創出における知財の役割を具体的に説明 
- 無形資産の価値創造への貢献を定量的に開示 
 
これらの企業は、以下の点で特に優れています： 
- 知財・無形資産の投資戦略の明確な提示 
- 価値創造プロセスにおける知財の役割の具体的説明 
- 定量的・定性的な情報開示の充実 
- 長期的な価値創造との関連性の明確化 
- ステークホルダーへの分かりやすい情報発信 
 
 



Gemini 1.5 Pro 
知財・無形資産に関する記述は年々増加しており、網羅的に調査し優劣を判断することは容
易ではありません。企業の規模や業種によって重視するポイントも異なるため、個別の企業
名を挙げることは避けさせていただきます。 
 
しかし、統合報告書における「知財・無形資産の投資・活用戦略の構築・開示・発信」につ
いて、以下の観点から、優れた事例として参考になる企業をいくつかご紹介いたします。 
 
**1. 知的財産の全体像と戦略を分かりやすく説明している企業** 
 
* **キーエンス:**  「技術開発力」を競争優位性の源泉と明記し、独自の開発プロセスや人
材育成、知財戦略を具体的に説明しています。 
* **ファナック:**  工場自動化のリーディングカンパニーとして、研究開発戦略と知財戦略
の連携、グローバルでの知財保護の取り組みなどを分かりやすく開示しています。 
 
**2. 無形資産を具体的な指標で可視化し、企業価値との関連性を説明している企業** 
 
* **信越化学工業:**  独自の技術力を支える「人」に焦点を当て、人材育成や技術伝承の取
り組みを定量的に開示しています。技術力の高さが、高収益に繋がっていることを示してい
ます。 
* **花王:**  研究開発の成果を「知財資産」として捉え、ブランド価値や顧客との関係性と
いった無形資産を定量化し、中長期的な企業価値向上への貢献度を説明しています。 
 
**3. 投資家との対話を通して、知財・無形資産戦略への理解を深めている企業** 
 
* **ソニーグループ:**  技術・IP 情報を投資家向けに分かりやすくまとめた「Sony 
Technology Exchange」を発行するなど、積極的な情報開示を行っています。 
 
これらの企業の統合報告書を参考に、以下の点を意識することで、知財・無形資産の開示を
充実させることができます。 
 
* 知財・無形資産が事業戦略においてどのように位置付けられているのかを明確にする。 
* 定量的な指標を用いることで、知財・無形資産の状況を分かりやすく示す。 
* 図表などを活用し、視覚的に分かりやすく説明する。 
* 企業価値との関連性を明確にすることで、投資家の理解を促進する。 
 



 
上記はあくまでも一例であり、優れた企業は他にも多数存在します。業種や企業規模、目指
す方向性によって、重視すべきポイントも異なります。  
 
重要なのは、自社の強みを明確化し、知財・無形資産をどのように活用して持続的な成長を
目指すのかを、ステークホルダーに分かりやすく伝えることです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Gemini 2.0 Flash Thinking Experimental 
統合報告書における「知財・無形資産の投資・活用戦略の構築・開示・発信」の優れた日本
企業を 5 つ挙げてください。 
 
統合報告書における「知財・無形資産の投資・活用戦略の構築・開示・発信」に優れた日本
企業として、以下の 5 社が挙げられます。これらの企業は、統合報告書を通じて、知財や無
形資産がどのように価値創造に貢献しているかを具体的に示し、投資家やステークホルダ
ーへのコミュニケーションを積極的に行っています。 

1. ソニーグループ株式会社 (Sony Group Corporation): 
o 強み: エンタテインメント、エレクトロニクス、イメージング＆センシング

ソリューションなど、多岐にわたる事業領域で強力な知財ポートフォリオを
構築しています。 

o 開示・発信: 統合報告書で、各事業における研究開発投資、特許取得状況、
ブランド価値向上に向けた取り組みなどを詳細に説明しています。特に、ク
リエイターエンパワーメントを重視し、知的財産が競争優位性の源泉である
ことを明確に示しています。 

o 注目点: 知的財産を「価値を生み出す源泉」と位置づけ、その戦略、KPI、実
績を開示。事業戦略と知財戦略の連動性が明確です。 

2. 株式会社キーエンス (KEYENCE CORPORATION): 
o 強み: 独自技術に基づいた高付加価値製品の開発力。特許戦略を経営戦略の

中核に据えています。 
o 開示・発信: 統合報告書で、研究開発投資の考え方、特許出願・登録状況、

技術優位性を維持するための取り組みなどを開示しています。また、知的財
産の保護・活用が、高収益体質の維持に不可欠であることを強調しています。 

o 注目点: 「技術立脚」を掲げ、徹底した独自技術開発と知財保護に注力。技
術競争力こそが企業価値の源泉であるというメッセージが明確です。 

3. 株式会社資生堂 (Shiseido Company, Limited): 
o 強み: 長年にわたる研究開発による革新的な化粧品開発力と、グローバルな

ブランド力。 
o 開示・発信: 統合報告書で、研究開発投資の成果、特許・意匠権の取得状況、

ブランド価値の向上に向けたマーケティング戦略などを開示しています。特
に、美の研究を通じたイノベーション創出と、ブランドという無形資産の重
要性を強調しています。 

o 注目点: 「美」という感性に訴えかける製品開発において、研究開発とブラ
ンド育成の両輪を重視。知財とブランドが企業価値を高める重要な要素であ
ることを示しています。 



4. 株式会社村田製作所 (Murata Manufacturing Co., Ltd.): 
o 強み: 電子部品における高い技術力とグローバルシェア。独自の技術開発力

と知財戦略が強みです。 
o 開示・発信: 統合報告書で、研究開発費、特許出願・登録状況、技術ロード

マップなどを開示しています。中長期的な技術開発戦略と、それが事業成長
にどのように貢献するかを説明しています。 

o 注目点: 見えにくい電子部品メーカーでありながら、技術開発へのコミット
メントと知財戦略を明確に開示。技術競争力の維持・強化が持続的な成長に
不可欠であることを示唆しています。 

5. 株式会社リクルートホールディングス (Recruit Holdings Co., Ltd.): 
o 強み: 多様な事業領域における独自のプラットフォームとデータ活用能力、

そしてそれを支える人材。 
o 開示・発信: 統合報告書で、データ、テクノロジー、ブランド、人材といっ

た無形資産が価値創造の源泉であることを明確に示しています。特に、テク
ノロジー投資、データ戦略、人材育成に関する取り組みを開示し、これらの
無形資産がどのようにシナジーを生み出しているかを説明しています。 

o 注目点: 従来の有形資産に加えて、データ、テクノロジー、人材といった無
形資産の重要性を強調。これらの無形資産への投資と活用が事業成長の鍵で
あることを明確に示しています。 

補足: 
• これらの企業は、統合報告書だけでなく、ウェブサイトや IR 資料など、様々なチャ

ネルを通じて知財・無形資産に関する情報を発信しています。 
• 統合報告書の評価は、企業の戦略や事業特性によって異なります。上記は、あくま

で「知財・無形資産の投資・活用戦略の構築・開示・発信」という観点からの評価
です。 

• 最新の統合報告書を参照することで、より詳細な情報を得ることができます。 
これらの企業は、知財・無形資産を単なるコストではなく、将来の成長を牽引する重要な投
資対象と捉え、その戦略と実績を積極的に開示しています。これらの事例を参考に、自社の
統合報告書における知財・無形資産に関する情報開示を検討してみてはいかがでしょうか。 
 



GPT-4o 
統合報告書における「知財・無形資産の投資・活用戦略の構築・開示・発信」の優れた日本
企業を 5 つ挙げてください。 
コピー 
統合報告書における「知財・無形資産の投資・活用戦略の構築・開示・発信」で優れた日本
企業としてよく挙げられる企業には以下のようなものがあります。ただし、これらの評価は
特定の年やリポートに基づくもので、最新の情報については企業の最新報告書や専門機関
の評価を確認することをお勧めします。 

• トヨタ自動車株式会社 
• トヨタは環境技術やモビリティ技術における知財戦略が明確で、グローバル

な市場での競争力の維持と向上に積極的です。 
• ソニーグループ株式会社 

• ソニーはエレクトロニクスからエンターテイメントまで幅広い分野での知
的財産を保有し、それらを活用した新たなビジネスモデルの構築に注力して
います。 

• パナソニック株式会社 
• パナソニックはエコソリューションやインフラ事業などでの技術革新と知

財戦略を掲げ、無形資産の活用による持続可能な成長を目指しています。 
• 日立製作所 

• 日立は IT とインフラの融合による社会イノベーション事業を推進し、その
中で知的財産の戦略的活用を強調しています。 

• キーエンス株式会社 
• キーエンスはセンサー技術や自動制御機器の分野で強みを持ち、知財の活用

を通じた競争力の維持に努めています。 
これらの企業はそれぞれの業界内での競争力を知的財産によって支えており、統合報告書
においてもその戦略が明確に示されています。具体的な内容については、各社の最新の統合
報告書を直接ご覧いただくことを推奨します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



ChatGPT o1 pro 
共有する 

 
あなた: 
統合報告書における「知財・無形資産の投資・活用戦略の構築・開示・発信」の優れた日本
企業を 5 つ挙げてください。 
ChatGPT 
知財・無形資産戦略優良企業 
3m 24s の間、思考 
近年、日本企業の統合報告書において、知的財産（IP）やブランド、技術力、人的資本等の
「無形資産」への投資・活用戦略をどのように構築し、情報開示・発信していくかが重要視
されています。下記に挙げる 5 社は、実際の統合報告書や各種公表資料等で、知財・無形資
産の戦略的な投資・管理・活用について比較的詳細に情報を開示・発信している事例として
よく取り上げられます。 

 
1. トヨタ自動車株式会社 (Toyota Motor Corporation) 
特徴・ポイント 

• 知財活用の方針 
トヨタは自動車業界をリードする特許数を保有しており、水素エンジンやハイブリ
ッド車関連など先進技術領域での知財戦略をグローバル規模で推進。オープン化で
きる特許は積極的に公開し、業界全体の発展に寄与する姿勢を示している。 

• 研究開発投資 
先進技術（CASE 領域：Connected, Autonomous, Shared, Electric）の開発やモビリ
ティ・サービス分野に大規模な投資を継続。知財と合わせて、人的資本やブランド
力への投資も戦略的に実施。 

• 統合報告書での開示 
統合報告書やサステナビリティ報告書において、技術開発投資額や特許出願数など
の定量データとともに、モビリティ社会の実現に向けた知財開放戦略も公表。 

 
2. ソニーグループ株式会社 (Sony Group Corporation) 
特徴・ポイント 

• 多面的な無形資産の保有 
エレクトロニクス、エンタテインメント、ゲーム、金融など多岐にわたる事業領域
を持ち、それぞれに強力なブランド力・知財ポートフォリオを有する。 

• IP ポートフォリオとブランド資産の活用 



技術特許だけでなく、キャラクターや音楽などのコンテンツ IP 資産のライセンス・
協業も積極的に推進。 

• 統合報告書での開示 
研究開発投資やエンタメ領域における知財管理の方針などを、ESG・サステナビリ
ティの観点と併せて紹介。特に各事業のシナジー創出に向けた IP 活用が強調され
る。 

 
3. 日立製作所 (Hitachi, Ltd.) 
特徴・ポイント 

• ソーシャルイノベーション事業と知財戦略 
「社会イノベーション事業」を掲げ、AI・IoT・ロボティクスなどの先端技術からイ
ンフラ領域まで幅広く展開。知財管理を通じて付加価値を高め、新規事業創出やグ
ローバル展開を支える。 

• 協創（Co-creation）による価値創造 
顧客やパートナー企業と共同でソリューションを開発する際、知財を包括的に活用
してビジネスモデルを確立。協創を促進する企業文化が定着している。 

• 統合報告書での開示 
技術力や研究開発投資だけでなく、パートナー企業との共創や社会課題解決のため
のソリューション開発の事例が紹介され、無形資産との関連性を明確に説明。 

 
4. 富士フイルムホールディングス株式会社 (FUJIFILM Holdings) 
特徴・ポイント 

• 事業転換と知財戦略 
写真フィルムから医療機器、化粧品、バイオ領域などへ事業を多角化。新規事業の
基盤となった独自技術を無形資産として活用し、特許・ノウハウを有効に展開して
いる。 

• ブランド力と技術革新 
長年培ってきた「写真フィルム技術」をコアとして、化粧品開発や医療画像診断な
ど異業種への展開に成功。研究開発費の投資やブランド力向上施策なども統合的に
推進。 

• 統合報告書での開示 
どのように既存技術を横展開し、特許などの知財を活用しているのか、その具体的
戦略と成果指標（KPI）を比較的詳細に示す。社内体制や知財部門との連携も取り上
げられる。 

 
5. ソフトバンクグループ株式会社 (SoftBank Group Corp.) 



特徴・ポイント 
• 多様な投資ポートフォリオと知財活用 

通信事業だけでなく、AI・ロボット・IoT、海外スタートアップ投資など幅広い領域
を展開。投資先企業とのシナジーを高めるために、ブランド力や通信技術等の無形
資産を活用。 

• 知財プラットフォームとしての役割 
世界中のスタートアップや関連企業を束ねるハブとして、技術連携や資金支援だけ
でなく、知財面のサポート・ネットワークづくりを重視。 

• 統合報告書での開示 
ビジョン・ファンドを通じた投資領域や企業価値創造のメカニズム、無形資産への
投資方針などを説明。知財活用の将来展望やデジタルトランスフォーメーション
（DX）戦略も大きく取り上げられている。 

 
まとめ 
日本企業の統合報告書では、財務情報だけでなく、中長期的な企業価値向上の源泉となる知
的財産や無形資産の投資・活用戦略についての開示が求められています。上記 5 社はいず
れも、研究開発投資や特許管理、ブランド活用、人的資本の育成などを包括的に行い、それ
らの具体的な方針と成果を統合報告書・サステナビリティレポートなどで積極的に開示し
ています。 
これらの企業の報告書を参照することで、知財・無形資産への投資方針や、どう活用し成果
を創出しているかといった事例を学ぶことができます。具体的には以下のような点を確認
すると有益です。 

• 研究開発投資額や特許出願件数などの定量情報 
• ブランド戦略、人的資本との連動（教育プログラムや組織体制） 
• 価値創造プロセス（ビジネスモデル変革や協創の取り組み） 
• ステークホルダーへの情報発信・コミュニケーション施策 

各社の統合報告書・関連資料の閲覧を通じて、より具体的な知財・無形資産の価値向上策や
事業戦略との関連性を把握することが可能です。 
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